
大磯町の給与等について

１　総括

（１）　人件費の状況（一般会計決算）

区分
住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

（平成１７年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 平成１５年度の人件費率

平成１７年度 33,403人 8,015,916千円 274,275千円 2,515,470千円 31.4% 28.1%

※人件費には町長、助役、収入役、議員等の特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

（２）　職員給与費の状況（一般会計予算）

区分
職員数 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費 一人当たりの給与費

Ａ 給　　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　　　B Ｂ／Ａ

平成１８年度 264人 1,054,040千円 215,545千円 427,325千円 1,696,910千円 6,428千円

※給与費は当初予算に計上された額であり、特別職は含みません。

（３）　給与改定及び抑制措置の概要

　①　給与改定の概要

　平成１７年８月に人事院が国家公務員の給与について行った勧告（人事院勧告）に準じて、平成１７年１２月に給与の改定を行っています。

（一般職）

項　　目 大磯町の改定状況 実施時期 国

給料
△３．０％改定 H17.12～ △３．０％改定

平均△４．８％改定（最高△７．０％） H18.4～ 平均△４．８％改定（最高△７．０％）

手当

配偶者に係る扶養手当を５００円減額 H17.12～ 配偶者に係る扶養手当を５００円減額

勤勉手当における支給率を年０．５ヶ月増 H17.12～ 勤勉手当における支給率を年０．５ヶ月増

調整手当を廃止、地域手当を新設 H18.4～ 調整手当を廃止、地域手当を新設

調整手当支給率８～１０％を地域手当一律３％
に改定

H18.4～
調整手当支給率０～１２％を地域手当０～１８％
に改定

（常勤特別職等：町長・助役・収入役・教育長）

項　　目 大磯町の改定状況 実施時期 国

手当
調整手当を廃止、地域手当を新設 H18.4～ 調整手当を廃止、地域手当を新設

調整手当支給率８％を地域手当３％に改定 H18.4～ 地域手当を０～最高１８％支給に改定

　②　給与抑制措置の状況

（一般職）

　行財政改革のため、平成１６年４月から調整手当の支給率を一律１０％から部長・課長級の支給率８％（△２％）、副主（技）幹・主査級
の支給率を９％（△1％）に削減するとともに、管理職手当を部長級１５％（△３％）・課長級１４％（△３％）・副主（技）幹級１２％（△３％）
に削減を実施しています。（「調整手当においては、現在、「地域手当」に名称が変更となり、国の基準に基づき、一律３％となっておりま
す。）

（常勤特別職等：町長・助役・収入役・教育長）

　行財政改革のため平成１３年度から期末手当を町長５０％、助役３０％、収入役及び教育長２０％カットを実施しています。



（４）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

大磯町 県内市町村平均 神奈川県

平成１２年度 101.8 103.7 102.4

平成１３年度 100.4 103.4 102.3

平成１４年度 100.9 103.2 102.1

平成１５年度 100.7 102.8 101.4

平成１６年度 98.4 100.5 99.6

平成１７年度 97.6 100.5 101.4

平成１８年度 95.0 100.6 101.1

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の大磯町職員の給与水準を示す指数です。

（ラスパイレス指数の算出方法）
　本町職員と国家公務員について、それぞれを学歴別・経験年数別に区分し、本町職員の構成が国家公務員と同一であると
仮定のうえ、区分ごとに本町職員と国家公務員の給料を比較して算出します。

２　職員の平均給料月額、初任給等の状況

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

①一般行政職

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

大　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町 43.2歳 347,815円 431,232円

国 40.4歳 328,477円 382,092円

類　　　　　　似　　　　　　団　　　　　　体 42.7歳 339,467円 381,455円

②技能労務職

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

大　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町 51.5歳 280,100円 324,867円

国 48.4歳 286,500円 316,350円

※「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。

（２）　職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在）

区　　　　　　　　　　　分
大　　　　　　　磯　　　　　　　町 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

一般行政職
大　　　学　　　卒 173,500円 185,200円 170,200円 182,200円

高　　　校　　　卒 145,400円 155,900円 138,400円 146,700円

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

区　　　　　　　　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一般行政職
大　　　学　　　卒 268,500円 327,500円 347,500円

高　　　校　　　卒 該当なし 276,800円 該当なし
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）　一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 平成１８年の構成比 １年前の構成比

１級 主　　　　事　　　　補

1人 0.7% １級 0.7% 2.1%

(3人） (2.1%) ２級 9.2% 11.0%

２級 主　　　　　　　　　事
13人 9.2% ３級 26.8% 25.3%

(16人） (11.0%) ４級 19.7% 19.2%

３級 主　　任　　主　　事
38人 26.8% ５級 21.8% 20.5%

(37人） (25.3%) ６級 15.5% 15.1%

４級 主　　　　　　　　　査
28人 19.7% ７級 6.3% 6.8%

(28人） (19.2%)

５級 副　　　　主　　　　幹

31人 21.8%

(30人） (20.5%)

６級 課　　　　　　　　　長
22人 15.5%

(22人） (15.1%)

７級 部　　　　　　　　　長
9人 6.3%

(10人） (6.8%)

合　　　　　　計
142人 100.0%

(146人） (100.0%)

（注） １　大磯町給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　職員数には、税務職員、保健師、保育士、消防職員、技能労務職員、教育公務員を含みません。

３　標準的な職務内容とは、それぞれの級の該当する代表的な職務です。

４　（　　）内は、平成1７年４月１日現在の状況です。
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４　職員の手当の状況

（１）　期末手当・勤勉手当

大　　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町 国

一人当たり平均支給額（平成１７年度）
－

1,717千円

（平成１７年度支給割合） （平成１７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0月分 1.45月分 3.0月分 1.45月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　５～１８％ 　・役職加算　　　５～２０％

　・管理職加算　　　無 　・管理職加算　１０～２５％

（２）　退職手当（平成１８年４月１日現在）

大　　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.50月分 30.55月分 勤続２０年 23.50月分 30.55月分

勤続２５年 33.50月分 41.34月分 勤続２５年 33.50月分 41.34月分

勤続３５年 47.50月分 59.28月分 勤続３５年 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置　　２％～２０％加算 　定年前早期退職特例措置　　２％～２０％加算

一人当たり平均支給額 25,225,498円

（注） 退職手当の一人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

なお、支給は、本町が加入する神奈川県市町村職員退職手当組合によるものです。

（３）　地域手当（平成１８年４月１日現在）

支　　給　　実　　績　　（　平　成　１　７　年　度　決　算　） 111,693千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） 387,823円

支　　給　　対　　象　　地　　域 支　　給　　率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

全　　　　　地　　　　　域 3% 280人 地域により０～１８％

（４）　特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在）

支　　給　　実　　績　　（　平　成　１　７　年　度　決　算　） 1,053千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） 27,716円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１７年度） 13.2%

手　　当　　の　　種　　類　　　　　（　　手　　当　　数　　） 1

手　　　当　　　の　　　名　　　称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

災害救急作業等に従事する職員の特殊勤務手当 消防職員

火災その他の災害に出動 出動１回につき、２００円

救急事故に出動し、被救助
者の救出、救助に従事した
場合

出動１回につき、２００円

出動中救急救命士法に基づく処置を
行った場合、出動１回につき、５１０円

（５）　時間外勤務手当

支　　給　　実　　績　　（　平　成　１　７　年　度　決　算　） 47,868千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） 255,980円



（６）　その他の手当

手　　　当　　　名 本町の内容及び単価等 国の内容及び単価等

支給実績 支給職員１人当たり

（平成１７年度決算）
平均支給年額

（平成１７年度決算）

扶養手当

配偶者 13,600円 配偶者 13,000円

36,450千円 253,126円

配偶者以外の扶養親族のう
ち、２人まで

6,500円
配偶者以外の扶養親族のう
ち、２人まで

6,000円

扶養親族でない配偶者を有
する場合の１人目

7,000円
扶養親族でない配偶者を有
する場合の１人目

6,500円

配偶者のいない職員の扶養
親族のうち１人目

11,000円
配偶者のいない職員の扶養
親族のうち１人目

11,000円

その他の扶養親族 5,000円 その他の扶養親族 5,000円

特定扶養の期間（満１６歳か
ら満２２歳）にある子１人に
対する加算額

5,000円
特定扶養の期間（満１６歳か
ら満２２歳）にある子１人に
対する加算額

5,000円

住居手当

借家・貸間

27,000円 家賃23,000以下 家賃－12,000

32,274千円 114,853円

家賃が27,000円未満
のときは、家賃の額

家賃23,000円を超え
55,000未満

（家賃－23,000円）
×1/2＋11,000

家賃55,000以上 27,000円

持　　　　家 10,000円 新築、購入後５年間2,500円

そ　の　他 支給なし 支給なし

通勤手当

自
転
車
等
の
交
通
用
具
を
利
用

2km～5km 4,000円 ～5km 2,000円

16,399千円 73,868円

5km～10km 5,200円 5km～10km 4,100円

10km～15km 7,300円 10km～15km 6,500円

15km～20km 8,900円 15km～20km 8,900円

20km～25km 11,300円 20km～25km 11,300円

25km～30km 13,700円 25km～30km 13,700円

30km～35km 16,100円 30km～35km 16,100円

35km～40km 18,500円 35km～40km 18,500円

40km～ 20,900円 40km～45km 20,900円

45km～50km 21,800円

50km～55km 22,700円

55km～60km 23,600円

   60km～ 24,500円

交
通
機
関
等
を
利
用

６ヶ月定期相当分を支給 ６ヶ月定期相当分を支給

管理職手当

部長 15%
各官職及び区分により、8%から25％の
範囲内で支給

56,890千円 669,300円課長 14%

副主幹 12%

管理職特別勤務手当

部長 12,000円 各官職及び区分により、勤務１回につ
き、4,000円～18,000円の範囲内で支
給　　　　　（６時間を超える場合は、５
割増）

635千円 11,759円課長 10,000円

副主幹 8,000円

休日勤務手当

休日において、正規の勤務時間中に
勤務を命ぜられた職員に勤務１時間
当たりの給与額に１３５／１００を乗じ
た額を支給

休日において、正規の勤務時間中に
勤務を命ぜられた職員に勤務１時間
当たりの給与額に１３５／１００を乗じ
た額を支給

6,458千円 161,446円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として、午後１０時か
ら翌日の午前５時までの間に勤務した
全時間につきに勤務１時間当たりの
給与額に２５／１００を乗じた額を支給

正規の勤務時間として、午後１０時か
ら翌日の午前５時までの間に勤務した
全時間につきに勤務１時間当たりの
給与額に２５／１００を乗じた額を支給

2,287千円 76,217円

宿日直手当 勤務１回につき、6,700円
勤務の態様に応じ、勤務１回につき、
4,200円～20,000円を支給

811千円 11,418円



５　特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在）

区　　　　　　　　　　分 給　　　　　料　　　　　月　　　　　額　　　　　等

給　　　料

町　　　　　長 767,000円

助　　　　　役 623,000円

収　　入　　役 575,000円

報　　　酬

議　　　　　長 423,000円

副　　議　　長 344,000円

議　　　　　員 315,000円

期末手当

町　　　　　長 （平成１７年度支給割合）

助　　　　　役 4.40月分

収　　入　　役

議　　　　　長 （平成１７年度支給割合）

副　　議　　長 4.40月分

議　　　　　員

退職手当

（算定方式） （支給時期）

町　　　　　長 給料月額×勤続月数×３７．５／１００ 任期ごと

助　　　　　役 給料月額×勤続月数×２５／１００ 任期ごと

収　　入　　役 給料月額×勤続月数×２０／１００ 任期ごと

６　年齢別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳～ 計

職員数 0人 5人 20人 15人 32人 33人 33人 28人 45人 33人 36人 0人 280人

年齢別職員数の状況

36人

0人

33人

45人

28人

33人

33人

32人

15人

20人

5人
0人

0人

5人

10人

15人

20人

25人

30人

35人

40人

45人

50人

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳～

職員数


	ＨＰ給与公表基準様式

